

















































しないものをいう。」（2 条 6 号）と規定した。そして、行政指導は「相手方の任意の協力に





政手続法が施行され、さらに 2014 年に「行政指導の中止等の求め」（36 条の 2）や「処分等
本稿の執筆にあたり、匿名査読者の方々より多くの貴重な助言を頂いた。ここに感謝の意を表したい。
1） 参照、藤田宙靖『新版 行政法総論 上』（青林書院・2020 年）368 頁。
2） 参照、藤田・前掲注 1）368 頁以下。
3） 同法は、国の行政機関が行う行政指導に適用されている（2 条 5・6 号）。また、自治体の機関がする行
政指導については、行政手続条例による（同法 3 条 3 項、46 条）。もっとも、同法と同条例は多くの点

































































は、指示の内容には含まれないものであるから違法であるなどとして、国家賠償法 1 条 1 項に











　最判平成 26 年 10 月 23 日 8）は、生活保護法に基づく指示と保護廃止の規定の関係について、
「生活保護法 62 条 1 項は、保護の実施機関が同法 27 条の規定により被保護者に対し必要な指
導又は指示をしたときは、被保護者はこれに従わなければならない旨を定め、同法 62 条 3 項
は、被保護者がこの義務に違反したときは、保護の実施機関において保護の廃止等をすること
ができる旨を定めている。そして、生活保護法施行規則 19 条は、同法 62 条 3 項に規定する保
































































8） 判例時報 2245 号 10 頁。





　本件は、上告人が病院の開設を計画し、被上告人に対し、平成 9 年 3 月に許可申請をしたと






府県知事の許可を受けなければならない旨を定めているところ（7 条 1 項）、都道府県知事は、
一定の要件に適合する限り、病院開設の許可を与えなければならないが（同条 3 項）、特に必
要がある場合には、都道府県医療審議会の意見を聴いて、病院開設申請者等に対して中止勧告
をすることができる（平成 9 年法律 125 号改正前 30 条の 7）。次に、健康保険法（平成 10 年




　最判平成 17 年 7 月 15 日 10）は、医療法および健康保険法の規定の内容やその運用の実情に






医療機関指定の意義からして、「この勧告は、行政事件訴訟法 3 条 2 項にいう『行政庁の処分
その他公権力の行使に当たる行為』に当たると解するのが相当である。」と判示した。
　そして、原判決中勧告の取消請求を却下した部分を破棄し、第 1 審裁判所に差戻した。
　差戻後控訴審である名古屋高判平成 20 年 7 月 23 日 11）は、病院開設中止勧告処分は、申請
10） 民集 59 巻 6 号 1661 頁。




































































































　市都市公園条例 4 条 1 項は、控訴人の管理する公園において、公園の全部または一部を独占
して利用すること（4 号）をしようとする者は、市長の許可を受けなければならない旨規定す
る。また、同条 4 項において、市長は、同条 1 項各号に掲げる行為が公衆の公園の利用に支障
を及ぼさないと認められる場合に限り、同項の許可を与えることができる旨規定する。
　上記の規定から、本件回答には、「公衆の公園の利用に支障を及ぼすおそれがあると考えら






















賠償法 1 条 1 項に基づき損害賠償を求めた事案において、請求が認容された事例である。








　しかし、被控訴人は、平成 10 年 6 月に同法の改正法が施行され、生活環境影響調査などが



























　本件では、平成 20 年 4 月に、原告から被告（埼玉県知事）に対し、本件各申請をしたとこ
ろ、原告が A 町産業廃棄物処理施設の設置等に係る周辺環境の保全に関する条例（A 町環境
保全条例）で定める手続等の履行を怠っていることから、県知事は、その手続等を履行するよ
う原告に対して指導（本件行政指導）を継続し、本件各申請に対する許可・不許可の処分を行
わず（本件不作為）、平成 20 年 9 月に申請書を返戻した。
16） 判例時報 1901 号 28 頁。
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続法 32 条 2 項違反などを理由として処分の取消しを、また、上記各処分に係る調査手続に違
法があったとして、国家賠償法 1 条 1 項に基づき損害賠償を求めた事案において、請求がいず
れも棄却された事例である。
　名古屋高裁金沢支判平成 20 年 3 月 26 日 18）は、行政手続法 32 条 2 項違反について原判決を









であることが認められ、そうすると、本件各処分は、国税通則法 24 条、32 条 1 項 3 号、65 条
及び 66 条に基づいて行われたものであり、行政指導に従わなかったことを理由として行われ
たものではないから、行政手続法 32 条 2 項には抵触しない」として、行政手続法 32 条 2 項に
は違反しないと判断した。
　よって本判決では、法定の不利益処分は、法律上の要件に基づいて行われたものであり、行
政指導に従わなかったことが理由ではないので、行政手続法 32 条 2 項に定められている「不
利益な取扱い」には当たらないとした。
18） D1-Law.com 判例体系・判例 ID28173517。なお、最高裁は、棄却、不受理とした（最決平成 20 年 10






の土地の売却に係る長期譲渡所得につき租税特別措置法 33 条の 4 第 1 項 1 号所定の特別控除
額の特例（平成 13 年法律第 7 号による改正前のもの）の適用がある旨の市職員の誤った教示
および指導に従い所得税の申告をし、過少申告加算税の賦課決定等を受けたとして、国家賠償




につき都市計画法 56 条 1 項の規定による買取りの申出をさせて上記申告をするように指導し
た。
　最判平成 22 年 4 月 20 日 19）は、上記買取りの申出をするには、当該土地所有者に具体的に
建築物を建築する意思があったことを要するので、その意思がない場合に、たとえ「外形的に




















　本件は、控訴人（Y 市）のした本件通知が、同市 X 地域の地縁による団体である被控訴人
（区長）に役員交代等を求める行政指導であり、従わなければ被控訴人に対する投資的事業の
休止という不利益な取扱いをするものであると主張して、被控訴人が、控訴人に対し、国家賠






た。そして、平成 22 年 11 月には電話で、合併後の Y 市職員に対して大声で怒鳴り、同人の
身体に対し害を加える旨を告知して脅迫し、罰金 10 万円に処する旨の略式命令を受けていた。
　こうした背景のもとで控訴人は、平成 23 年 1 月に本件通知をした後、X 地域における投資
的事業の一部を休止した。



























　本件は、平成 15 年 4 月に、マンション建設事業者 A が、被控訴人（東京都江東区）との間
で本件指導要綱 21）に基づいて「本件覚書」を取交わしたことにより、同区に対し、本件指導要
綱 34 条 1 項所定の算式に従って算出される額の協力金の支払いを約束したにもかかわらず、そ
の一部を支払ったのみで、残金を支払わないことから、江東区の住民である控訴人らが、地方










る事実」（地方自治法 242 条 1 項）に当たるか、である。








ないこと、他方、本件指導要綱 34 条 1 項は、江東区の方針を定めたものであり、事業者が遵











　本件は、平成 15 年 3 月に、岐阜県廃棄物の適正処理等に関する条例 21 条 1 項に基づく届出
をしたのに対し、県知事が同県産業廃棄物の適正処理に関する指導要綱 13 条 2 項の「適合通
知書」を交付しない不作為が違法であることの確認を求める訴えにつき、本件届出およびこれ
に対する適合通知書の交付は、行政事件訴訟法 3 条 5 項にいう「法令に基づく申請」およびこ
れに対する「処分」に該当しないとして、訴えが不適法とされた事例である。









ととされているものをいう。」（2 条 4 号）と規定し、「処分とは、条例等に基づく行政庁の処





項）、同通知書の交付を受けた後に工事に着手するものと規定する（12 条 1 項）ものの、これ
らは行政指導に該当し、法的拘束力ないし法的強制力をもって禁止するものではないから、こ
れを許可と同視することはできないとした。





















24） 参照、太田匡彦「生活保護法 27 条に関する一考察」塩野宏先生古稀記念『行政法の発展と変革 下巻』
（有斐閣・2001 年）595 頁以下。また、室井力ほか編著『行政手続法・行政不服審査法［第 3 版］』（日
本評論社・2018 年）38 頁は、一般に、指示違反に対して「罰則が設けられているものは処分に当た

































25） 参照、小早川光郎・青柳馨『論点体系　判例行政法 1』（第一法規・2017 年）308 頁。
26） 参照、天本哲史『行政による制裁的公表の法理論』（日本評論社・2019 年）139、219-220 頁。


























































原告が提起した不作為の違法確認訴訟（行政事件訴訟法 3 条 5 項）の対象にはならない。そこ




















































































藤田宙靖『新版 行政法総論 上』（青林書院・2020 年）。
塩野宏『行政法Ⅰ［第 6 版］』（有斐閣・2015 年）。
大橋洋一『行政法Ⅰ [ 第 4 版 ]』（有斐閣・2019 年）。
宇賀克也『行政法概説Ⅰ [ 第 7 版 ]』（有斐閣・2020 年）。
山本隆司『判例から探求する行政法』（有斐閣・2012 年）。
手島孝・中川義朗監修、村上英明・小原清信編『新基本行政法学［第 2 版］』（法律文化社・2016 年）。
室井力ほか編著『行政手続法・行政不服審査法 [ 第 3 版 ]』（日本評論社・2018 年）。
原田尚彦『行政法要論［全訂第 7 版補訂 2 版］』（学陽書房・2012 年）。








Control by Litigation of Administrative 
Guidance
Hirofumi IWAHASHI
　This study clarified in what cases Administrative Guidance could 
be controlled by litigation in the future.
　Specifically, in this study, court cases such as Administrative 
Litigation after the enforcement of the Administrative Procedure 
Act were considered separately for each type of Administrative 
Guidance.
　As a result of the study,（1）in the statutory Administrative 
Guidance, the Revocation Judgment could be a stop to the 
Administrat ive Guidance when there was room for the 
Administrative Disposability.（2）In non-statutory Administrative 
Guidance, the mandatory judgment could be a stop to the 
Administrative Guidance when a considerable period of time had 
passed by objectively expressing the intention of not complying. In 
addition, if there is no voluntary payment of cooperation money, 
a decision confirming that there is no obligation to pay could be a 
stop to the Administrative Guidance. And in each case of damage, 
the State Redress Litigation affirmed the illegality of Administrative 
Guidance, which could be a stop to the similar Administrative Guidance.
　In this study, Acceptance judgment in Administrative litigation 
and Affirmation of illegality in State Redress Litigation could be a 
stop to the Administrative Guidance in the above cases. This made 
it clear that Administrative Guidance could be controlled.
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